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は じ め に

富山県福祉サービス運営適正化委員会は、社会福祉法に基づき、福祉サービス利用者の

利益の保護と権利を擁護するため、平成づ2年に富山県社会福祉協議会に設置されました。

当委員会には、n日常生活自立支援事業の適正な運営を確保するための「運営監視部会」と、

福祉サービスに関する苦情を解決するための「苦情解決部会」が設置されており、それぞれ

中立、公正な立場で相談や調査、助言等の活動を行っております。

運営監視部会では、日常生活自立支援事業を受託実施している市町村社会福祉協議会か

ら、事業の実施状況について定期的に報告を受け付けるとともに、現地を訪問して調査、

助言を行う等、適正な事業運営の確保に努めました。

苦情解決部会おいては、福祉サービス利用者等からの様 な々苦情、相談に応じて必要な

助言を行うとともに、事業所の状況調査等、適切な解決に努めました。令和元年度は、苦

情件数は減少したものの、はじめて「あっせん」にまで至った事案がありました。

また、事業所の苦情解決責任者や苦情受付担当者、第三者委員に対する研修会開催及び

事業所巡回訪問により、事業所における苦情解決体制の強化に努めました。

この報告書は、当委員会の令和元年度における取り組み状況をまとめたものです。、

‐「個人の尊厳」、「利用者と提供者の対等な信頼関係」や「サービスの質の向上」を調う社

会福祉法制定以来20 年、少子高齢化の進展と家庭・地域の変化の中で、福祉サービス運

営適正化委員会はなくてはならない存在となっています。

今後とも、各部会活動を通して、福祉を必要とする地域の人々 の自立支援と権利擁護、

事業所による良質な福祉サービス提供の推進のための体制整備に努めてまいる所存です。

関係者の皆様方には、なお一層のご理解とご協力を賜わりますようお願い申し上げます。

令和2年6月

富山県福祉サービス運営適正化委員会
委員長 宮 田 伸 朗
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令和元年度富山県福祉サービス運営適正化委員会事業報告

社会福祉法第 83 条の規定により、福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保す
るとともに、福祉サービスに関する利用者等からの苦情を適切に解決するため、次の事
業を実施した。

富山県福祉サービス運営適正化委員会の運営1 富山県福祉サービス運営適正化委員会の、

(ィ)福祉サービス運営適正化委員会の開催
①第7回福祉サービス運営適正化委員会の開催
・開催日 :令和元年 6月20 日 (木)
・協議事項等
ア 平成30 年度事業実施状況について
イ 令和元年度事業計画について

(2) 運営監視部会による日常生活自立支援事業現地調査の実施
日常生活自立支援事業現地調査は、15 市町村社協を3か年で調査することとし、
令和元年度は次の5社協を対象に現地調査を実施した。

調査日 対象社協 利用者数 出席委員等

7月22 日 (月) 上市町社協 . 「2 人 委員 2人 職員1人
7月23 日 (火)′」・矢部市社協 32 人 委員 2人 職員「人
7月24 日 (かく) 砺波市社協 45 人 委員 2人 職員1人
7月25 日 (木) 黒部市社協 25 人 委員 2人 職員 1人
8月 3日 (月) 入善町社協 8人 委員 2人 職員づ人

利用者数は平成31 年3月末現在

(3) 運営監視部会の開催
・開催日 令和元年9月5日 (木)
・協議事項
ア 前年度市町村社協現地調査報告に関する改善状況について
イ 日常生活自立支援事業実施状況について
ウ 日常生活自立支援事業現地調査結果について
工 日常生活自立支援事業現地調査報告について



①日常生活自立支援事業現地調査報告

1上市町社会福祉協議会1
「. 調査結果

(1) 預貯金通帳と届出印の管理について

預貯金通帳と届出印は、それぞれ別の職員が管理しており、管理している職員が不在

の場合の代理者も別の職員が対応することになっており、適正に取り扱われている。

(2) 利用者の□座限度額について

日常的金銭管理サ「ビスにおける通帳残高は、すべて50 万円未満となっている。

(3) モニタリングについて

実施されていないケースがある。

(4) 生活支援員の運転免許証や任意保険の確認について

各 更々新時に写しを受け取り確認されている。

(5) 事業全般について

・同行支援や代行支援を基本とした、利用者の自己決定支援がなされている。

・関係機関と顔の見える関係が築かれており、行政も含めた支援のネットワークが構築

されている。

・生活支援員-情報交換会を開催し、利用者支援についての研修や活動についての情報交

換を行うなど、生活支援員の資質向上に努めている。

2. 指摘事項

(1) モニタリングについて

契約書のとおり、6か月ごとにモニタリングを実施し、県社協に報告すること。

ー小矢部市社会福祉協議会1
1. 調査結果

(1) 預貯金通帳と届出印の管理について

預貯金通帳と届出印は、それぞれ別の職員が管理しており、管理している職員が不在

の場合の代理者も別の職員が対応することになっており、適正に取り扱われている。

(2) □座の限度額について

日常的金銭管理サ」ビスにおける通帳残高が50 万円を超えるケースは、32 件中1

4 件であった。

(3) モニタリングについて

実施されていないケースがある。

(4‐)生活支援員の運転免許証や任意保険等の確認について

一部の生活支援員の運転免許証、任意保険の確認がされていない。

(5) 事業全般について

同行支援や代行支援を基本とした、利用者の自己決定支援がなされている。

2. 指摘事項

(1) □座の限度額について
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通帳残高が50 万円を超える場合は、50 万円未満の日常生活費のみを取り扱う専用

□座を設けることとし、様々な事情により50 万円を超える場合は、契約締結審査会

に諮ること。

(2) モニタリングについて

契約書のとおり、6か月ごとにモニタリングを実施し、県社協に報告すること。

(3) 生活支援員の運転免許証や任意保険等の確認について
契約期間中に有効期限切れとならないよう、定期的に確認すること。

極波市社会福祉協議al
l . 調査結果

(1) 預貯金通帳と届出印の管理について

専門員が一人で預貯金通帳と届出印を取り扱うことができる状態となっている。

(2) 口座の限度額について

日常的金銭管理サービスにおける通帳残高が50 万円を超えるケースは、45 件中2

0件であった。

(3) モニタリングについて

実施されている。

(4) 生活支援員の運転免許証や任意保険等の確認について
各々 更新時に写しを受け取り確認されている。

(5) 事業全般について

・同行支援や代行支援を基本とした、利用者の自己決定支援がなされている。

・生活支援員意見交換会・連絡会を開催し、援助方法や活動につし、ての意見交換を行っ

てし、る。また、生活支援員マニュアルを作成するなど、生活支援員の資質向上に努め

ている。

2. 指摘事項

(1) 預貯金通帳と届出印の管理について

預貯金通帳と届出印は別の職員が管理することとし、管理している職員が不在の場合

の代理者も別の職員が対応すること。

(2) 口座の限度額について

通帳残高が50 万円を超える場合は、50 万円未満の日常生活費のみを取り扱う専用

□座を設けることとし、様々な事情により50 万円を超える場合は、契約締結審査会

rに諮ること。

匹部市社会福祉協議会1
1. 調査結果

(1) 預貯金通帳と届出印の管理について

預貯金通帳と届出印はそれぞれ別の職員が管理しているが、管理している職員が不在

の場合、預貯金通帳と届出印は同一の職員が管理することになっている。

(2) 口座の限度額について
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日常的金銭管理サービスにおける通帳残高が50 万円を超えるケースは、25 件中1

3件であっだ。

(3) モニタリングについて

モニタリングが実施されていないケースがある。

(4) 生活支援員の運転免許証や任意保険等の確認について

各々更新時に写しを受け取り確認されている。

(5) 事業全般について

同行支援や代行支援を基本とした、利用者の自己決定支援がなされている。

2. 指摘事項

(1) 預貯金通帳と届出印の管理について

預貯金通帳と届出印について、管理している職員が不在の場合の代理者も別の職員が

対応すること。

(2) □座の限度額について

通帳残高が50 万円を超える場合は、50 万円未満の日常生活費のみを取り扱う専用

口座を設けることとし、様 な々事情により50 万円を超える湯酋は、契約締結審査会

に諮ること。

(3) モニタリングについて

契約書のとおり、6か月ごとにモニタリングを実施し、県社協に報告すること。

1入善町社会福祉協議会i′
1. 調査結果

(1) 預貯金通帳と届出印の管理について

専門員が一人で預貯金通帳と届出印を取り扱うことができる状態となっている。

(2) □座の限度額について

日常的金銭管理サービスにおける通帳残高が50 万円を超えるケースは、8件中2件

であっだ。

(3) モニタリングについて

モニタリングが実施されていないケースがある。

(4) 生活支援員の運転免許証や任意保険等の確認について

生活支援員の運転免許証、任意保険の確認がされていない。

(5) その他

利用者のはんこを預かっていることから、利用者が入所している施設からの依頼によ

り、利用者の「介護保険負担限度額認定申請書」等の書類について専門員が代筆、捺

印をしているケースがあった。

2‐指摘事項

(っ)預貯金通帳と届出印の管理について

預貯金通帳と届出印は別の職員が管理することとし、管理している職員が不在の湯合

の代理者も別の職員が対応すること。

- 4-



(2) □座の限度額について

通帳残高が50 万円を超える場合は、50 万円未満の日常生活費のみを取り扱う専用

□座を設けることとし、様々な事11青により50 万円を超える場合は、契約締結審査会

に諮ること。

(3) モニタリングについて

契約書のとおり、 6か月ごとにモニタリングを実施し、県社協に報告すること。

(4) 生活支援員の運転免許証や任意保険等の確認について

契約期間中に有効期限切れとならなし、よう、定期的に確認すること。

(5) その他

利用者の「介護保険負担限度額認定申請書」等の書類について専門員が代筆、捺印を

しているケースについては、専門員による代筆捺印は行わず、生活支援員が利用者を

訪問し、助言や情報提供による援助を行うこと。

② 市町村社協現地調査報告に関する改善状況につし、て
5社協から、指摘事項に対する改善状況について報告を受けた。

(4) 苦情解決部会の開催

①苦情解決部会開催状況

開 催 日 審 議 事 項

第1回
4月「8日 (木)

・報告事項 苦情3件

第2回
6月20 日 (木)

・報告事項 苦情「件、相談 1件

第3回
8月22 日 (木)

・報告事項 苦情 2件、相談 6件

第4回
10 月24 日 (木)

・協議事項 苦情 1件
・報告事項 相談5件

第5回
「2月29 日 (木)

・協議事項 苦
・報告事項 相

L青ィ件

淡3件

第6回
2月20 日 (木)

・協議事項 苦
・報告事項 苦

-青 1 件 L

青2 件、相談3件
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2 苦情・相談受付状況

(「)苦情・相談の内容

区 分

職員の接遇
サービスの

質や屋

説明 ・

情報提供
利用料 被害・損害 権利侵害 その他 合 計

苦 相

惰 談
苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

O
B

火
災

十
大小
f
′
占
わ

高齢者 0 4 ‐ 0 3 0 2 イ
◆ 2 O 0 O 0 「 5 2 16 「8

障害者 0 6 2 O O O O 0 O 0 0 O 0 「 2 7 9

児 童 0 O 0 O 0 0 O O 「 O 0 O 0 O 「 O l

その他 0 0 O 0 O 0 O O 0 0 0 O 0 0 O O O

合 計 0 つO 2 3 0 2 イ
十 2 「 0 0 0 「 6 5 23 28

(参考)過去5カ年の状況

年度

職員の接遇
サービスの

質や量

説明 ・

情報提供
利用料 被害・損害 権利侵害 , その他 合 計

苦 相

情 談
苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

ロロ
ロ

W
災

十
大仰
、

":u
Q

苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

相

談

苦

情

相

談

平成30

年度 18 5 2 2 O 2 イ
t 0 O イ

t
イ
丁 「 3 ‐10 25 21 46

平成29

年度 「2 2 4 6 O ↓
1

イ
上 O 0 0 l 0 O 8 18 「7 35

平成28

年度 6 8 了 2 「 O 4 「 0 2 3 l 「 5 22 「9 4 「

平成27

年度 8 7 7 イ
十 2 イ

t 2 O 2 l 3 O 0 「O 24 20 44

平成26

年度 「2 3 8 5 4 イ
十

イ
十 0 2 0 4 0 2 8 33 「7 50
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(2) 苦情申出人の状況

区 分

利用者 家 族 職 員 その他 合 計

苦 相
情 談

苦
情
相
談
苦
情
相
談
苦
情
相
談
苦
情
相
談
苦
情
相
談

高齢者 O 2 イtl
t
「O O イ

i
十

イ
十
十
3 2 16 18

障害者 イt
i
t
3 イ

十 4 O O O O 2 7 9

児 童 O O I O O O O O I O I

その他 O O O O O O O O O O O

合 計 ィ十十
十
5 3 14 O ‐1 I 3 5 23 28

(参考)過去5カ年の状況

年 度

利用者 家 族 職 員 その他 合 計

苦 相
情 談

苦
情

□□
□
火
災

一?
小十
十
・
ミ
ロ

苦
情

ロロ
ロ
大
火

↓TI
小
十
-ー--
0

苦
情

日
ロ
火
災

ふ
か
十
ーー二
0

苦
情

□□
□
火
災

十
小
.

i
D

苦
情
相
談

平成 30
年度
13 2 11 14 O 3 イ

ー
.
2 25 21 46

平成 29
年度
10 4 7 7 O 4 I 2 「8 17 35

平成 28
年度
12 8 9 1 0 イ O O す 22 19 4‐「

平成 27
年度

1 3 6 9 9 イ O 「 5 24 20 44

平成 26
年度

8 6 24 7 O 2 I 2 33 17 50
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(3) 苦情解決結果

①初回相談で対応が終了した苦情

区 分
当事者間の
話し合い解
決の推奨

行政機関
への伝達

専門機関・

関係機関の
紹介

その他 合 計

高齢者 イ
ー O O ィ

十
十

2

障害者 2 O O O 2

児 童 O O O O O

その他 O O O O O

合 計 3 O O 「 4

②継続対応、苦情解決の仕組みを活用した苦情 (重複あり)

区 分 事情調査 助言・申し入れ あっせん 県知事への通知

高齢者 O O O O

障害者 O O O O

児 童 イー
十 O I 「

その他 O O 1 0 O

合 計
十
ベ
ー O I 「

⑧上記②の結果区分 (年度内に終了した苦情)

区 分 解決 不調
他の解決
機関を紹介

その他 合 計

高齢者 O O O O O

障害者 O O O O O

児 童 イ十
十 O O O I

その他 O O O O O

合 計 ィ
十
十

O O O I
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3 広報・啓発活動
(「)富山県社会福祉協議会ホームページ、広報誌「福祉とやま」に、苦情・相談受付状
況などを掲載し、啓発・広報を行った。

(2) 運営適正化委員会リーフレット、苦情解決の手引き、事業所掲示用ポスターを研修
会や巡回訪問等で配布した。
(3) 富山県福祉サービス運営適正化委員会事業報告書を作成・配布した。

4 研修事業
(1) 第三者委員研修会の開催
・日時 :令和元年 1「月 22 日 (金)13:30~16:00
・内容 講義「苦情解決制度の意義と第三者委員の役割」
・講師 :駒津大学文学部社会学科社会福祉学専攻

教授 川上 富雄 氏
・参加者 :76 人

(2) 研修会等への参加
①運営適正化委員会事業研究協議会 (東京)
・開催日 :令和元年7月30 日 (火)
・参加者 ;事務局職員「人

②運営適正化委員会相談員研修会 (東京)
・開催日 :令和元年ィ0月30 日 (水)~31 日 (木)
・参加者 :事務局職員1人

5 巡回訪問指導
福祉サービス事業新規参入法人等を訪問し、苦情解決体制の整備 (苦情解決責任者、
苦情受付担当者、第三者委員設置)及び苦情対応等について助言、情報提供を行った。
・実施期間 :令和元年‐7月~12 月

・対象法人 :福祉サービス事業新規参入法人他30 法人
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6 調査・研究活動

(1) 苦情解決体制整備状況アンケートの実施

福祉サービス事業所における苦情解決体制の整備状況を把握し、今後の苦情解決事業
の推進に資するため、アンケートを実施した。

①対象法人
社会福祉法人、
(一般社団法
法人 ・組合 ・

土会冨祉法人、行政、医療法人社団、株式会社・有限会社、NPO 法人、その他
(一般社団法人、一般財団法人、公益財団法人、宗教法人、独立行政法人、学
法人・組合・生協・農協)

②アンケート実施時期及び対象件数
実施時期
対象数
回答数

令和2年「月
798 法人
396 法人 (回答率49.6%)

(2) 苦情解決体制整備状況アンケートの結果 (令和2年ィ月1日現在)

設置済み 0% 未設置 0% 合計

社会福祉法人 675 99.9 ー o i 676
行政 122 looo 0 0・0 122
医療法人社団 102 95.3 5 4.7 107
株式会社・有限会社 274 98.6 4 1.4 278
NPO 法人 102 99.O I 1・0 103
その他 52 981 I 1.9 53
合計 1,327 991 12 0.9 1,339

吐会 盲止ぐ人

設置済み 0% 未設置 0% 合計

社会福祉法人 99.9 ー 0・I 676
行政 122 100・0 0 0・0 122
医療法人社団 106 99.I I 0.9 107
株式会社ー有限会社 277 99.3 2 Q7 279
NPO 法人 102 99.O I 1・0 103
その他 52 98.I I 1.9 53
合計 1,334 99.6 6 Q4 1,340

- lo -



　 　
設置済み i % 未設置 1 % 合計

i l

社会福祉法人 676-99.9 11 0.i 677
行政 1131 92.6 91 7.4 122

医療法人社団 241 23.1 801 76.9 104

株式会社・有限会社 1001 35.6 1811 644 2811811 644281
1
511 49.5 1050.5

蒋呼
欝#絡
r
お
湯

@奪
るき
◎

弗
瀞$〆
も

ゞ
評
r
ヂ
や

嬢設置済み ,未設置

第三者委員の設置に関しては、「設置済み」が739% であった。
一方、「未設置」は、医療法人社団で76.9%、株式会社・有限会社で64.4%となっており、設置が進ん
でいない現状がうかがえる。

法人単位で
設置

0% 事業所単位
で設置

0% 合計

社会福祉法人 642 950 34 5.O 676

行政 63 55.8 50 44.2 113

医療法人社団 17 70.8 7 292 24
株式会社・有限会社 86 86.O 、 14 14.O loo
NPO 法人 48 923 4 7・7 52
その他 14 560 11 44.O 25

合計 870 879 120 12.I 990

「設置済み」と回答した事業所のうち、「法人単位」で第三者委員を設置しているのは87.9%で、「事業
所単位」で設置しているのは12.1%であった。
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民生委員
児童委員

0% 自治会代表 %o 評議員 0%

社会福祉法人 73 20.2 13 3.6 65 18.O

行政 85 68.O 5 4.O 0 0・0

医療法人社団 0 0・0 0 0・0 3 37.5

株式会社・有限会社 24 29.3 12 14.6 I i.2

NPO 法人 2 3.8 0 0・0 0 0・0

その他 9 ク09 8 18.6 4 9.3

合計 193 287 38 5.7 73 io.9

監事・
調査役 %o

弁護士・
司法書士

0焚o 学識経験者 %0

社会福祉法人 84 23.3 2 0.6 53 14.7

行政 0 0・0 I 0.8 2 16

医療法人社団 0 0・0 I 12.5 0 0.0

株式会社・有限会社 3 3.7 4 4.9 12 14.6

NPO 法人 8 15.I I 1.9 15 28.3

その他 7 16.3 3 7・0 3 7・0

合計 102 15.2 「12 1.8 85 126

その他 0晃 合計

社会福祉法人 71 19.7 361

行政 32 25.6 125

医療法人社団 4 50.O 8
株式会社・有限会社 26 31.7 82

NPO 法人 27 50.9 53

その他 9 209 43

合計 169 25.i 672

第三者委員の職業・役職で最も多いのは、民生委員児童委員で287% 、次いで監事又は調査役が
15.2%、学識経験者が 12.6%となっている。
その他の職業・役職は、元民生委員、他法人役員、社会福祉士、人権擁護委員、地区社会福祉協議
会役員等であった。
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担当者から
の苦情報告
聞き取り

%o
苦情受付
窓口

%
定期的に施
設・事業所訪
問、相談

Q%

社会福祉法人 78 24.2 32 9.9 12 3.7

行政 io 30.3 5 75.2 2 6.I

医療法人社団 3 60.O 0 0,0 0 0・0

株式会社ー有限会社 17 28.3 3 5.O 0 0・0

NPO 法人 12 35.3 4 118 0 0・0

その他 12 32.4 I 27 I 2.7

合計 132 26.8 45 9.2 15 3.I

利用者・家族l
の懇‐談会参 1 %
加 I

苦情申出人
への助言 % 施設・事業者

への助言
0死

社会福祉法人 6 1.9 37 11.5 lol 31.3

行政 0 0・0 3 9.I 4 12.I

医療法人社団 0 00 0 0・0 I 20.O

株式会社ー有限会社 6 700 6 lo・0 18 30.O

NPO 法人 ー 2.9 I 2.9 9 26.5

その他 2 5.4 5 135 8 21.6

合計 151 3.I 52 10.6 141 28.7

1 1
苦情申出人l
と施設‘事業1 % その他 i % 合計
者との話し合1
いの立会い 1 .

社会 冨祉法人 351 10.8 221 6.8 323
行政 71 21.2 21 6.1 33

医療法人社団 01 0.0 11 20.0 5
ー

8.I

第三者委員の活動について最も多いのは「施設・事業者への助言」で28.7%、次いで「担当者からの
苦情報告奪聞き取り」が26.8%となっている。 /
また、「苦情申出人への助言」と「苦情申出人と施設‘事業者との話し合いの立会い」がio.6%となって
おり、直接申出人と接する機会があることがうかがえる。
「その他」は8.1%で、苦情が無いので活動してもらったことが無いという趣旨の回答が多かった。
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直ちに ‘ % 2週間以内 1 % 1カ月以内

1
%

社会福祉法人 261 17.3 21曇 14.0 111 7.3

行政 61 400 11 6.7 01 0.o
　 　 　

医療法人社団 01 0.0 1- 25.0 01 0.0

11 3

31 13.0 11 4.3 7

3カ月以上 1 % 特に報告な 1 % その他 ー %
　 　 　 　

社会福祉法人 131 8.7 19-12.7 601 40.0
行政 11 6.7 21 13.3 51 33.3

医療法人社団 -- 25.0 1-25,0 11 25.0

7

43 5- 21.

ノ

合計

社会福祉法人 150

行政 15

医療法人社団 4
株式会社*有限会社 38

NPO 法人 23

その他 22

合計 252

施設・事業者に苦情があった場合、第三者委員への報告については、「その他」の365% を除いて最
も多かったのが「直ちに」で22.2%、次いで「特に報告していない」が 13.5%であった。
「その他」の報告方法には、「委員会等に併せて」を含む「年1回」という意見や、「苦情の内容によっ
て報告するかどうかを判断」という趣旨の意見が多かった。
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▲【 ^ 、

適切な人材
がいない %

施設・事業所
内で対応で
きる

% 役割が
不明確 %

仏云↑徽祉法人 0 0・0 0 0・0 0 0・0

行政 0 0・0 7 TOO.O 0 0・0

医療法人社団 ー 4.3 16 69.6 3 13.O

株式会社・有限会社 21 16.9 62 500 16 129

NPO 法人 7 25.O 14 50.O 4 143

その他 8 26.7 12 40.O 3 10・0

合計 37 18.O 105 51.O 26 12.6

経費がかか
る

0托 その他 0% 合計

社会福祉法人 0 0・0 0 0・0 0

行政 0 0・0 0 0・0 I

医療法人社団 3 13.O 0 0・0 23

株式会社・有限会社 17 13.7 8 65 124

NPO 法人 2 7・I I 3.6 28

その他 5 16.7 2 6.7 ′ 30

合計 27 13.1 1I 5.3 206

第三者委員が未設置の理由として最も多かったのは「施設・事業所内で対応できる」の51.0%、次い
で、「適切な人材がいない」18.o%、「経費がかかる」131% 、「役割が不明確」12.6%と続いた。
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作成している Q% 作成して
いない % 合計

社会福祉法人 144 98.6 2 1.4 146

行政 13 too.O 0 0・0 13

医療法人社団 21 955 I 4.5 22

株式会社"有限会社 108 87‘I 16 12‐9 124
NPO 法人 41 91.I 4 8.9 45

その他 33 82.5 7 17.5 40

合計 360 92.3 30 7・7 390

▼ 了F力に1. ・ 峰覇ロ ーハ.

△ 百 ;

規程 0% 要綱 % マニュアル 0%

社会福祉法人 65 32.5 61 30.5 63 31.5

ィ丁駅 2 ILI 7 389 9 50.O

医療法人社団 12 38.7 5 16.I 14 45.2

株式会社・有限会社 35 273 13 10.2 78 60.9

NPO 法人 17 34.7 5 10.2 25 51.0

その他 12 33.3 io 27.8 13 36.I

合計 143 31.O 101 21.9 202 43.7

※

その他 Q% 合計

社会福祉法人 11 5.5 200

行政 0 0・0 18

医療法人社団 0 0・0 31

株式会社・有限会社 2 1.6 128
NPO 法人 2 4.I 49

その他 I 2,8 36

合計 16 3.5 462

苦情解決事業に関する規程・要綱などを作成している法人92.3%であった。
作成している種別が最も多いのは「マニュアル」の43.7% で、次いで「規程」の31.0%、「要綱」の 21.9%
の順になっている。
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↓' 人 、

事業所内の
掲示板
張り出し

% 広報誌等
掲載 % チラシ作成 0%

乱涙↑函値法人 122 370 12 3.6 8 2.4

行政 12 37.5 I 3‐I 2 6.3

医療法人社団 21 48.8 I 2.3 0 0・0

株式会社・有限会社 52 27.I I 2.3 0 ‐ 0・0

NPO 法人 23 32.4 I 1.4 0 0・0

その他 22 344 2 3.I I 1.6

合計 252 344 18 25 11 1.5

ホームペー
ジへの掲載 %

利用者や家
族の集まりで
の説明

パンフレット
作成 %

社会福祉法人 28 8.5 29 8.8 7 2.I

行政 ー 3.I 5 15.6 0 0・0

医療法人社団- ー 2.3 I 2.3 0 00

株式会社・有限会社 4 2.I 15 7.8 I 05
NPO 法人 0 0・0 6 8.5 0 0・0

その他 4 6.3 6 9.4 0 0・0

合計 38 52 62 8.5 8 1・I

▲1 r′、▼- 、、

重要事項説
明書や契約
書への記載

% その他 i % 合計

払おミ↑覇礼[法人 117 35.5 7 2.I 330

行政 8 25.O 3 9.4 32

医療法人社団 18 41.9 I 2.3 43

株式会社・有限会社 117 60.9 2 1・0 192

NPO 法人 40 56.3 I 1.4 71

その他 26 40.6 3 4.7 64

合計 QつR 44.5 17… つ2 732

苦情解決の仕組みの周知方法で最も多いのは「重要事項説明書や契約書への記載」で44.5%、次い
で「事業所内の掲示板張り出し」が34.4%、「利用者や家族の集まりでの説明」が8.5%の順になってい
る。しかし、いずれも低い数値であり、苦情解決の仕組みが利用者やその家族に広く周知されるよう働
内の掲示板張り出し
いずれも低い数値で
、〈必要がある。きかけていく必要がある。
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IQ6 平成31年4月1日から令和元年12月31日までの要望や意見、苦情の有無及び件数 l

要望・意見 」苦情

有 件数 有 1 件数
社会福祉法人 49 487 74 484

行政 3 14 7 71

医療法人社団 lo 74 12 123

株式会社・有限会社 47 170 34 93

NPO 法人 16 45 10 32

その他 7 36 12 94

合計 132 826 149 897

利用者
本人

0死o
利用者の家
族(保護者)

0% 代理人 0%

社会福祉法人 180 37.2 259 53.5 5 1・0

行政 ・ 1.4 62 87.3 0 QO

医療法人社団 51 41.5 63 51.2 6 4.9

株式会社・有限会社 48 51.6 39 41.9 I 1・I

NPO 法人 6 18.8 20 62.5 0 Qo

その他 79 84.O 11 11・7 0 0・0

合計 365 40.7 454 50.6 12 1.3

民生委員
児童委員

0% その他 % 合計

社会福祉法人 02 39 8.I 484

fT駅 0 0・0 8 ".3 71

医療法人社団 0 0・0 3 2.4 123

株式会社・有限会社 0 0・0 5 5.4 93

NPO 法人 0 0・0 6 18.8 32

その他 0 0・0 4 4.3 94

合計 ー 0・I 65 7.2 897

苦情申出人の内訳で最も多いのは、「利用者の家族 (保護者)」が506% 、次いで「利用者本人」の
40.7% である。
「その他」の回答には、ケアマネジャー、近隣住民などがある。
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職員の接遇 - % サービスの - % 説明, 1 %

‐ 質や量 i 情報提供 1

社会福祉法人 124… 25.5 1451 29.8 721 14.8

行政 32- 45.1 8- 30 131 18.3

医療法人社団 36- 29.3 461 37 4 181 14.6

19『 204
!
181 56.3

、

△ 貫 ぐ

利用料 %o 被害・損害 %o 権利侵害 1 %

社会福祉法人 4 0.8 25 5.I 5 1・0

行政 0 0・0 、 2 2.8 I L4

医療法人社団 2 1.6 9 7.3 I 0.8

株式会社・有限会社 1.f 5 5.4 I l i
NPO 法人 0 0・0 2 6.3 2 6.3

その他 5 5.3 2 2.I I 1・I

合計 12 1.3 45 5.O 11 1.2

.重

その他 1 % 合計
il

社会福祉法人 1121 230 487
行政 151 211 71
医療法人社団 111 8.9 123

株式会社・有限会社 251 26.9 93
NPO 法人 61 18.8 32

その他 01 0.0 94

苦情内容で最も多いのは「サービスの質や量」の339% 、次いで「職員の接遇」の26.8%、「説明・情
報提供」の i3,0%の順となっている。
「その他」の内訳は、利用者間のトラブルや施設の設備等に関するものが多く上がった。
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暮鯖叢胃 % 第認委却 % 現在室継続1 %
の話し合い l

社会福祉法人 4351 901 01 00 1913.9
行政 641 90.1 01 0.0 01 0.0

9

0

4
3

X̂
U
^
U

ク
ム

△
「903 11 1.I

I
87.1 01 0.0.0 11 3.2

0・0

3.O

、△ 百 ;

その他 0晃 合計

社会福祉法人 29 6.O 483

ぞ丁駅 7 9.9 71

医療法人社団 5 4.I 123

株式会社・有限会社 4 4.3 93

NPO 法人 3 9.7 31

その他 70 74.5 94

合計 118 13.2 895

苦情解決の方法としては「責任者・担当者と申出人との話し合いによるもの」が83.7%を占め、ほぼこ
の段階で解決されており、第三者委員の介入事例は1件にとどまっている。

′、′
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ネ十え … ;夫

記録と
保存

Q%
第三者委員
への定期的
な報告

%o

職員への
定期的な
周知

%

ネ+ ぇ --…法 人 72 30.I 7

行政 6 286 ' 48 7 33.3

医療法人社団 12 r 31.6 I 2.6 12 31.6

株式会社‘有限会社 31 37.8 3 3.7 25 30.5

NPO 法人 8 33.3 4 16.7 6 25.O

その他 9 32.I 2 7・I 12 42.9

合計 138 31.9 43 lo・0 119 275

職員研修へ
の活用 努o

施設内の掲
示板等での
公表

Q% 広報誌等で
の公表 %0

社会福祉法人 35 14.6 16 6.7 lo 4.2

行政 , 5 23.8 I 4.8 0 0・0

医療法人社団 6 15.8 5 13.2 I 2.6

株式会社・有限会社 15 18.3 I 1.2 I 1.2

NPO 法人 4 16.7 I 4.2 0 0・0

その他 " 3.6 2 7・I 0 0・0

合計 66 15.3 26 6.O 12 2.8

= ^ ▲- '11 '+

利用者・保護
者会(家族)で
の報告

Q% その他 %0 合計

Tュ%も閃三法人 9 3.8 8 3.3 239

行政 4.8 0 ・ 0・0 21

医療法人社団 一 2.6 0 0・0 38
株式会社・有限会社 4 4.9 2 2.4 82
NPO 法人 一 4.2 0 0・0 24
その他 2 7・I 0 00 28

合計 18 4.2 lo 23 432

12

解決に向けての経過‘活用方法については、「記録の保存」が31.9%、次いで「職員への定期的な周
知」が27.5%、「職員研修への活用」が i5.3%の順になっている。
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【内容】職員の母親に対する介護が乱暴で、虐待されているので異動させてほしい。
【対応】入所されてからの介護記録、ケアプラン、苦情対応の資料等を調べ、本人、家族、職員からの聞き取りを
テい、解決策を練った。事業所として第三者委員参加の苦情解決委員会を開催。契約書の加筆変更など、ハラスメ
ントへの対応強化について了解をいただく。

今までは特に大きな問題はなく、園で対応できることであった。年に 1回の報告、話し合いで行ってきたが、今ま
で通り見守ってもらい、必要なときには入っていただきたい。

幼児教育・保育の無償化が始まり、副食費の取り扱いについて、第 3子なのに免除対象者にならない事に腹を立て
て来園される。園で対象者を決めているのではない事など説明したところ、翌日、勢いで言っただけで申し訳な
かったと謝りに来られ解決する。後日、事後報告する。

Aの保護者から8月下旬ごろHSCの症状の用紙を持ってきて、本児は過敏な子なので配慮をしてほしいと相談を受け
る。母、副園長、担任と話し合いをする。9月に入り、Aは鼓隊指導での担任が怖くて登園できないと訴える。1週間
ほど祖母と登園、祖母も教室に入り一緒に過ごす。その後、母、祖母からの苦情があり、それに対応するが、母も
祖母も納得できず担任への謝罪を要求される。その後も事実とは違うことを訴えられ、対応に困P ている。11月27
日に富山県福祉サービス運営適正化委員会苦情解決部会委員の方が来園され、園長、副園長、担任からの聞き取り
を受けた。Aは11月から市内の他園に転園した。12月末に、富山県福祉サービス運営適正化委員会から届いた調査 。
巣に納得いかないということで、改めて母、祖父、祖母と来園され意向を伝えられ、謝罪の手紙を提出するよう要
求された。12月27日に図から手紙を郵送したが、その内容も納得いかないことのことで、翌年2月21日に富山県福ネ

、ら市内の他園に転園した。
いうことで、改めて母、祖
に図から手紙を郵送したが
委員会苦情解決部会からあサービス運営適正化委員会苦情解決部会からあっせん通知書が届いた。

当事者が退職後、本人から行政へ苦情申出あり。是正のため具体的な実施内容を第三者委員へ文書にて提出し、第
三者の介入により終結している。

ロ症の進行は不適切な介護の影響であるとの申し出に、弁護士を交えて話し合いの結巣、複数の医療機関を受
こだき、納得いただいた。
ンフルエンザに羅患したのは、お宅の通所介護事業所以外は考えられない。医療費の支払いと、後遺症の慰謝
求があり、弁護士を交えて話し合いの結果、お見舞金の支払いにて納得いただいた。

【苦情内容】田んぼの水門を開閉する者がいる。田んぼに水を入れていたのに、入らないようにしてあった。姿を
見たので声をかけたら、事業所の方に行った。
【改善結果】事業所の利用者か分からない。時間は午後2時と言われたが、その時間は利用者は仕事をしているの
で、外に出ている人はいないと理解してもらった。田んぼの水門を構っている人がいたら必ず、水門を構ってはい
けないことを注意する。
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用者との信頼関係をしっかりと築くために、常に誠意ある態度で接することと、苦情があった時にはすぐに対応
ることを心掛ける。また、第三者委員との定期的な話し合いを行い、連携をとっていくようにしている。

護者の思いを汲みながら、相手の気持ちに沿った丁寧な対応をすることが大切である。保護者との関係が慣れて
きたときに苦情が出ることがあるので、‐常に保護者の目線があることを意識し、自分自身の言葉遣いや対応の仕方
を振り返り、職員間で情報を共有していかなければならない。
2

ところ、保護者との話し合いにより、問題解決に至っているが、困難な課題に対しても解決につながるよう
を学べる講習会等が今後もあれば良い。

4 ・小学校で行われている学校評議員会において、第三者委員の方々 (2名) と話し合う時間を大切にしている。
・日頃からの保護者との信頼関係が大切だと思う。

すぐに弁護士を立てての申出が多いように思います。顧問弁護士同士の対応をしています。その先に、苦
は、入所もしくは契約時に家族に何か気づいたことがあれば、すぐに職員または事務所に申し出てほしい

十分話し合いをする。

苦情が理不尽なものだった場合、どこまで許容すればよいのか?と疑問に思っている。今のところ幸い苦情と言え
6 るものが来ていないが、とっさに対応できる自信がない。わかりやすいハンドブック的な苦情対応マニュアルみた
いなものがあると便利だし心強いと思う。

7
′

今年度は苦情解決第三者委員の方対象の研修会に第三者委員の方々と施設側と一緒に参加しました。苦情解決事業
を開始し初めて第三者委員のみなさんに第三者委員の役割などを知っていただく機会が持てたと思います。今後も
の蛮会など積極的に参加していけたらと思います。

【課題】「苦情」の認識が多様化しており、後 大々きな苦情になってしまうため、職員全体の認識が共有できるよ
うになること。
【意見】「苦情」の見極めが難しく感じる。

設して5年経過し、ようやく苦情もなく業務がこなせるようになってきたのではないかと思っています。第三者委
の方には、3カ月に一度、施設にお越しいただいていますので、今後もご意見を伺っていきたいと思います。lo

苦情対応機関の存在と利用方法等に関して、利用者や県民のみならず、関係機関や我 事々業者に対しても再度周

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ると思います。)

る要望・意見がたとえ小さなことでも話しやすい環境づくりが課題だと思う。12

現在のところ、利用者は認知症状などの影響もあり、自ら申し出をされる方はおられず、家族も「入所させても
らっているだけで感謝しているので、意見などを言うのは申し訳ない」という思いの方が多く、苦情や要望を明確
に挙げられる方はおられないが、今後、団塊の世代の親世代が利用者の中心になってくると、団塊世代は自らの主
-、主張をはっきり言われる方が多いため、家族からの意見、要望は増加すると思われる。さらに、団塊世代自身
ミ利用者の中心となる2025年以降になると、利用者自身からの意見、要望も増加すると思われる。
当施設の職員は、利用者や家族から意見や要望を言われることに慣れておらず、意見や要望を言われる方を敬遠
してしまいがちで、実際場面で円滑に対応、処理できるか不安がある。
「施設や職員は、意見を言ってもらうことで気付きの機会を与えられ、成長できる」、 「『苦情』ではなく『改
口提案』だと受け止める」という価値観を全職員で共有するためにはどういった取り組みをすればいいのかわから
、日々悩んでいる。

13

14 保ゑ者がインスタグラム等で、攻撃的な意見を一方的に公開されました。職員がとても傷つきました。
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に翁 按 露 獣 零 ▼ 逮 ー 、 美
驚
鮎 ~ v 墓 h , に 聴 き ,

・5 煉 鞠 嬰
鞭
群 鱈 嬰 通してご意見を伺っているので、苦情として第三者委員に相談するまでには至ってい

(要望 1) 高圧的な態度で要望を伝えにくる父兄がおり、身の危険を感じる程でした。そのような緊急事態への対
応がしっかりマニュアル化されるといいです。
(要望 2) 利用者の私的な部分での相談に対しては、どの程度介入する必要があるのか、またそういった相談には
答えられない場合の円滑な断り方があれば知りたい。
(意見 0 子どもに関する相談はしっかり受け止め、職員会で共有し、方向づけるようにしています。家族につい
ての相談は保育園が介入しない方向で進め、内容については職員間で話し合うようにする。
16 (意見2) 「保護者の大部分は保育施設の味方のはずです。この文化は感謝の言葉やほめ言葉を口にするのを恥ず
かしがるためか、結果的に味方の姿は見えにくく、いろいろと言ってくる保護者の姿ばかりが目につきます。けれ
ども、『なんとなく味方』の保護者を『力強い味方』にしていく努力をしていけば、日常の保育ではもちろん、
『万が一』の時にもさまざまな助けが得られるはずです。 (中略)気がつくから、心配だから、いろいろ言ってく
れる保護者を『クレーマー』と決めつけたら、図は学ぶ機会を失います。気がつく保護者、心配している保護者
は、保育施設の味方です。」の考えを職員全員が理解し、共有する。 参考「子どもの『命』守り方』 著 掛札
逸美 エイデル研究所

・7
膏斑 寡 野

からの要望カギ高く多くなってきているように思う。「苦情i解決Jよりも「発生し
李
ぃ体制作り」を

18 カスタマーズハラスメントの対応に苦慮

・9
事
雪 轡
麹 話 慧

える関係を築いていきたいと考え取り組んでいる。保護者との話し合いの場合、時間を要す

20 内容にもよりますが、あまりにも利用者ファーストにならないように心がけることも大事だと思います。

問題点を相互に話し合うことにより、解決の糸口を見つけていきたいと思います。21

第三者委員会への報告や相談が大切なことは理解できるが、多忙な方々に時間をとらせるのが申し訳なくて、なか
23 なか相談できない。社協や市など有給の職員が対応してくれるようになれば、本人との面接も気軽にお願いできる
と思う。

24全霊酢奏驚豪農瓢高麗鯵髪喜義譜駕貴ぶ繋ぎ費鯨瞥、巡回の相談員が多い。場所柄、住民

どこまでの範囲を苦情等に上げ対応したらよいか不明であるが、「~ してほしい」と声を聞いたらその都度対応す
るようにしている。
27 先の事項での苦情の件数は、上記の「~ してほしい」を入れるのであれば50~60件くらいはある。
介護保険でできない物ごとやスタッフの年齢のことや個人情報を知りたがったり、細かい対応で一日が終わること

28卿畢糟勢鰹驚凝縫お椿三養基善ねぢ麓も、書き飴欝 *が困難となる時期も到来すると懸

29
禦 ぎ套蝿 薯

起業してから-件も苦情がないため緊 急性を感じていません。今後は意識を高めていこうと

30騒ぎ貴商議呈露呈字萎騨澱 灘髪手i、ます。そういったことで第三者委員を設置していないぶろでず。今
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今回の苦情に関しては、モンスターペアレンツ的な感じである。一方的な申出にも、こちらとしてはしっかりと受
け止め、対応・話し合いも数回持つにもかかわらず、約束を破ったり一方的にスタッフに対して責めてくる。その
度に話をするも直らず、スタッフの心身の疲弊がおこり、やむなく理事長より利用中止を伝える。この件に関して
は、包括責任者にも説明、理解をいただいている。ご家族の申出以上の関わり、対応をしているにもかかわらず、
まったく理解せず認めることがなかった。どの事業所へ変わっても、同じことを繰り返している (包括の情報)。
今は入所になったと聞く。

事業を設置して二年目とまだ期間が短く、利用者数もまだ多くありません。今後、利用者数の増加とともに、様々
32 な苦情等が発生すると思われます。苦情解決、第三者委員会の方針をきちんと計画し、対応していきたいと考えて
います。

33 第三者委員を交えての委員会を開き、各部署のリーダー共に、改めて振り返っています。

34
謙 難 甑 署

していること=理念の共有を徹底し、機会あるごとに確認している。職員間の情報の共有や、教

利用者や家族からの要望や訴えは多種多様で、一歩間違えればモラハラやパワハラ、セクハラといったものもあ
る。他所では脅迫めいた訴えもあると聞く。利用者の不満やリスクを最小限にするために、丁寧な対応や職員同士
や関係者の情報共有、記録の整備などを行っているが、事業所側から見て、理不尽とも思える訴えや苦情もありが
ち。事業所や職員を守るためにも、第三者委員の設置は必要になってくるのかなと考えている。

第三者委員を設置するべきと思いながらも、小さな事業所の場合、限られた人員で業務を行う中、難しい面もあ
36 る。その場合、いくつかの事業所が合同で設置したり、市町村単位で設置して各事業所が共同で活用できるなど、
もう少し柔軟な対応ができればいいと思います。

・ヘルパー事業所です。苦情受付担当者、責任者、サービス提供責任者、男女常勤職員各1名で週1回会議を開き、
利用者とヘルパーの現況の報告を行っているが、気づいたことを確認したり、意見交換をしたりする場や時間がな
38 を、なか持てない。ヒャリハットの研修を今後継続してやっていけばよいという意見があり、続けていきたいと思
つ 。

・ヘルパー事業所の場合、利用者が直接ヘルパーや事業所に言いにくい場合は、相談支援事業所に言ってもらい、
話し合う。それが難しい場合、第三者機関が入る方が機能しやすいのではないかと思うのですが。

39汽繋留男暮鱒岳球音露義碧毒謹書豪雪掌方基層穣覧家憲喜多室雪な滋養喜平考中多久芋蔓墓瀞巽でき

40響き病毒暑再艶精選蜂蜜羊基礎話繋ぎ傑憲鶏空襲響き男宗教長を墓製聾a務損椿瀞平年

今回の苦情は家族から「本人の情報をもっと家族に流してもらいたい」という要求であったもの。本人が家族に情
41 報を流すことを望まず、それを家族にも立場上話せないため、家族と利用者の間に立ち、苦情を受けるに至った。
利用者を守るが故に、苦情を受ける立場になった職員には、職場内の理解やバックアップが必要だと感じた。

財政難のため、当老人福祉センターの風呂の営業が 2年後になくなります。高齢者の利用者からは、「ここが無
くなったら私たちはどこへ行けばよいのか ?ここに来て風呂に入り、顔なじみの利用者といろいろな話をすること
42 が生きがいとなっている。この施設を残してほしい。」と要望されています。
地区の人口は多くなりますが、コミュニティセンターのような施設は無く、公共施設は、当老人福祉センター以
外には、規模が小さく古い公民館しかありません。
高齢者の生きがい対策の施設として、市町村行政のみでなく、県や国からも助成してほしいと思います。
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7 苦情概要、対応状況・結果

内容については、プライバシーに配慮し、一部修正を加えています。

【高齢者】
No 事業種別 申出人 概 要 対応状況・結果
イ
f 認知症対
応型共同
生活介護

家族 父がグループホームで転倒し、

大腿骨骨折で病院に入院。1 ヶ月

の入院になり、退院後は別の老人

ホームを利用することになり、利

用料の精算を行ったところ、入院

中の食べてし、なし、食事代、部屋の
一′【′^^ ÷二 次され た 。
ドー~一JLん′

請求された額を支払い退所しだ
が、不当な請求ではなし、か。

行政に相談したところ、事業所

との話し合いを勧められたが、運

営適正化委員会を通した上で、事

業所と話し合いがしだい。

事業所の凸 ;;;‘一iE二言‘-.i 」

し、苦情内容を伝える。

申出人と連絡をとり、対応する

とのこと。

後日、車出人から連絡が入り、

円満解決ではないが、入院中の食

事代と部屋の確保代金は返金され
たと連絡が入る。

2 特別養護
老人ホー

ム

その他 特別養護老人ホームへの苦情に
ついて、事業所と行政にメールし

だが返信がな<、状況も変わって

し、なし、ようなので、運営適正化委

員会にメールをした。

これまで何度か特別養護老人ホ
ームに行く機会があり、その際、

部屋の中でタバコの匂いがした。

近くの部屋かベランダでタバコ

を吸っているようだ。受動喫煙で

死んだらどう責任をとるのか。す

ぐに止めさせて欲しい。

事業所の苦情受付担当者に連絡
し、苦情内容を伝える。

行政から同じ内容の苦情につい

て連絡があり、事業所内で話し台

し、を行い対応したが、対応につい

て事業所内での掲示等による周知
は行っていないとのことであっ

た。再度、事業所内で話し合いを

行い、事業所の対応について、運

営適正化委員会に文書で送付する
ので、運営適正化委員会から、申

出人にメールにより返信していた

だきたいとのこと。

事業所から送られた、苦情に対

する対応 (屋外の指定喫煙場所で
の喫煙の徹底、周知) についての

文書を申出人に返信した。

その後、申出人からの連絡はな

い 。 、
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【障害者】
No 事業種別 申出人 概 要 対応状況・結果

3 生活介護 家族 息子が利用してし、るサービス

が、事業所の提案で利用を中止す

ることになった。 1週間という短

い期間で中止が決まり、次に利用

する事業所も決まっていない。

事業所とは、過去に電話をした

時、厳しい言い方をされたことか

ら、話をしたくない。相談支援事

業所の担当者に話をして、利用の

継続をお願いして欲しい。

↑版災又飯事莱肋の担当者に連絡

し、苦11青内容を伝える。

担当者からは、利用中止につい

ては、事業所の提案で、利用者の

状況が良くなったことや利用を休

みがちであったことから、利用者

と話し合いを行い、同意のもと利

用を中止することになったが、申

出人はサービス中止には納得され

ないとのことであった。

先ほど、申出人、利用者、行

政、極言災文飯事未所と話し合いを

行ったが、状況が変わらない。今

後、また話し合いを行うこと予定

にしているとのこと。

申出人に連絡し、引き続き、利

用者と行政と相談支援事業所と、

今後のサービス利用も含め話し合

いを行うことを勧めた。

4 居宅介護 本人 字/ -の際昌の体調が悪いとい

う理由で、今日予定してし、だ訪問

サービスに来てくれない。

これまで何度もこのようなこと

があり、行政に相談しても何もし

てくれない。

事業所に訪問して欲しいと伝え

て欲しい。

事業所の凸;÷;山種当者に連絡
し、苦情内容を伝える。

申出人は、これまで体調が悪い

職員の訪問を断るため、担当者の

職員の体調が悪いことと代わりの

職員がいないことから、本日予定

していた訪問を5日後に変更して

いただくように連絡をしたところ

であったとのこと。これから、申

出人に連絡を取って話し合いを行

うとのこと。

申出人に連絡をし、事業所から

連絡があることを伝える。
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【児童】
鳩 . 事業種別 申出人 概 要 対応状況・結果

5 幼保連携
型認定こ

ども園

家族 子どもが、事業所の行事の練習

の際、保育士から虐待を受けため

に、地身症になった。他の園児も

′か身の不調を訴えていると他の保

護者から聞いた。園の保育士から

も、その保育↓/;- 〆『歴圭を浴

びせていたと証言を得ている。

園に事実の追求をして、保育士

から子どもへの謝罪を求める。

まだ、事業所に対し、特別指導

監査を行って欲しい。

運営適正化委員会の役割と機能
を説明し、相談内容から、虐待に

ついては、行政に通報するように

伝える。また、 ;;-』ヒー- * につ

いては、運営適正化委員会に権限

はないことを説明し、あわせて、

行政に相談することを勧める。

切電後、運営適正化委員会か

ら、富山県知事への通報を行う。

【初期相談から「7日後】
申出人から、医師に相談し利用

者は転園することに決まつだが、

事業所に対し謝罪を求めていきた
いとのことから、運営適正化委員

会による事情調査を求めるとのこ

と。

【初期相談から25 日後】
苦情解決部会 (合議体)を開催
し、対応を協議。事情調査を行う

こととし、事業所 r「幸鴻
●
- ノ

依頼書を送付。

【初期相談から3つ日後】
利用者が転園。

【初期相談から42 日後】

事業所から事 ,月。′白蟻力依頼回

答書が届き、協力するとの回答を

得、日程調整を行う。

【初期相談から60 日後】

委員1名、事務局2名により、事

業所に (ず - 白色行う。

【初期相談から79 日後】
苦情解決部会 (合議体)を開催
し、事情調査結果について報告。

【初期相談から「09 日後}
申出人iし奉iよ;白一末も通知。
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事業種別 申出人 概 要 対応状況・結果

′

【初期相談から133 日後】

申出人からあっせん申請書が届

く。

【初期相談から143 目後】

苦情解決部会 (合議体)を開
催。あっせんを行うこととし、事

業所にあっせん参加通知書を送

付。

【初期相談から「54 目後】

事業所から、あっせん参加回答

書が届き、日程調整を行う。

【初期相談から182 日後】
あっせんを行う。

結果、事業所は、申出人に対し、

あっせん申請理由にある具体的な

対応と改善策を求める事項等につ
いて、回答できる事項について文書

により直接回答することで双方合

意し、あっせんは打ち切りとして終

結した。



8 富山県福祉サービス運営適正化委員会委員名簿

分 野 氏 名 本委
員会

運営
監視
部会

苦情
解決
部会

役 職 名

①社会福祉に関し
学識を有する者
ア.公益代表

相 山 馨 O
部会長職務
代理者
O

富山県社会福祉士会理事

志 賀 文 哉 O
部会長職務
代理者
O

国立大学法人富山大学人間
ノu~=: 十日Uノ住宅火テ受

吉 川 重 治 O O O
富山県民生委員児童委員協議
会理事
地域福祉推進委員会委員長

宮 田 伸 朗 委員長O
部会長
O
学校法人富山国際学園
富山短期大学学長

イ.福祉サービスの
利用援助事業の
対象者を支援
する団体の代表

細 川 瑞 子 O か 〇 一般社団法人富山県手をつな
ぐ育成会理事

中 島 蔭 子 O O 公益社団法人認知症の人と
家族の会富山県支部副代表

ウ.福祉サービスの
提供者を代表
する者

岩 井 広 行 O O
富山県老人福祉」=-::= “′^

副会長

高 倉 健 二 O O 富山県知的障害者福祉協会
副会長

②法律に関し学識
経験を有する者 西 川 浩 夫

委員長職務
代理者
O

部会長
O O

富山県弁護士会
高齢者 oB章害者の権利擁護
センター委員会幹事

水 原 延 幸 O O /
富山県司法書士会
公益社団法人成年後見センタ
ー・リーガルサポート富山県
支部長

滅 島 大 遣 O O / 日本公認会計士協会北陸会副会長・富山県部会会長

⑧医療に関し学識
経験を有する者 木 戸 日出喜 O O 富山県精神科医会会長

炭 谷 哲 二 O O 公益社団法人富山県医師会副会長

口 計 1 3 10 5

成30 年「0月「日~ 令和 2年 9月 30 日
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◆加入対象は、社協の会員である社会福祉法人等が運営する社会福祉施設です。

施設業務の補償 (昌樹雛濠:轟鰹期姦鮒尋翻謡責任保険・個人情報取扱事業者
○ 基本補償(賠償・見舞費用) 保険期間1年
けそ議保険金額等署もぎ伊達みぎ・爽な霧蕩霊雲轡標,岸名著等号;禦ぎ三寿ぎ鼻

基本補償(A型)見舞費用1寸補償{B勤
身体賠償 (1名 ,1事故) 2億円・70億円 2億円・70億円

賠
‐-- 】 -

露顕階層下事衛
…"

2,ooo 万円 2,000 万円

;資 保険料( 金 井も脅えー}〆袋美嚢 さぞ
定 員 基本補償(A型)

条 T~50 名 35,000~67,460 円

糟

ー “ "m"M 一 ー ー m

51~100 名 68,270~97,000 円
金属面 者二面濁看きど "m 一一ー W 柵一一

1,500 円

同異類面面1
見
…
"" 耐 【"- ▲一

　　　　　　　　　　 　 　 　
ィ寸 戸甲珊限＼【ま′ 定旦 1名曇盛り -
尋 ill 入所 ;1・3DO 円 ;保険料

受託・管理財物賠償 (期間中) 200 万円 20

20 万円 20 万円うち現金支払限度額 (期間中)
人格権侵害 (期間中)

身体・財物の損壊を伴わない経済的損失{期間中) 1富国雷電-r
l,000 万円 1,000 万円
　　　　 　 　 　　 　　　　 　 　

1,000 万円 1,000 万円

行目回時賠償 {期間中)
(期間中) 500 万円 500 万円

被害者対応費用 " 名につき) 1事故10万円限度 1事故10万
・オプション1 ●訪問・相談等サービス補償
* 、へ●医務室の医療事故補償
′/ー′ん . - の磨 き m

死亡時 IDO万円
入院時 1.5~7万円
通院時 1~3,5万円

篇 傷害見舞費用 入院時1・M 万円 ・オプション2. 看護師の賠償責任補橿
通院時1~3,5万円 ・オプション3 .借用不動産賠償事故補償

◎ 個人情報漏えし、対応補償 ◎ 施設の什器・備品損害補償 ・ォプション4 ・クレーム対応サポート補償

○入所型施設利用者の ◎施設送迎車搭乗中の傷害事故補償
施設利用者の補償倦蹄害保険)

髪
傷害事故補償 施設送迎車に搭乗中のケガに対し、プラン2-○、◎の
◎ 通所型施設利用者の 傷害保険や自動車保険などとは関係なく補償

傷害事故補償

　 　 　　 　　　 　　　 　　
、働災害総合保険、普通傷害保険、約定履行費用保険、雇用慣行賠償責任保険) -に

./
〆 だ 1

　　 　　　　 　

○ 施設職員の労災上乗せ補償 ◎ 施設職員の感染症権悪事故補償 ;=醜 醍 E1一.-… -
~=r ー▼“ ~f1

畜 穣・オプション:使用者賠償責任補償 の 雇用欄テ賠償補償α◎ r鶴 崎‐瀞
6 施設職員の傷害事故補償

役員等の補償娠圏謝呆険)
保険期間1年

社会福祉法人役員等の賠償責任補償 解驚酬踊き釜額泌轍甥艶鶏樽幕戯爺籾麓霧B紳総毅鯖窄雄鱒ご醗酵甥曇稼ぎ;
1事故▲期間中 5,000 万円 1憶円 3億円

霞園圏勝株式会杜福祉保険サービス灘塵圏灘李社会福祉法人全国社会福祉協議会
標題蕃)¥豊年巷雪乍誓言騎腎警会社医療‐福祉開発部第こ課

受付時間 ,平 日の 900~17:00( 土日・祝日、72/31~1/3 を除きます。)
損保ジャパン日本興並ば関係当局の認可等を前提として、=}知乳月1日に商号を変更し、r損保ソヤバンjになります。

〒100‐0013東京都千代田区霞が関3丁目3番2号新霞が関ビル17F

TEL:03{3581)4667 FAX:03(3581)4763
受付時間 :平日の 9,30~1730(12/29~1/3 を除きます。)
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富山県福祉サービス運営適正化委員会

〒930‐0094 富山市安住町5番 2 「号
富山県総合福祉会館 (サンシップとやま)2 階
社会福祉法人富山県社会福祉協議会内

TEL 076 一 432-3280
FAX076-432 一 6532


